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れ、その の研究の方向性をトップ ウンで 定するものであるが、他方でド・ ール時代とは異なり、

策定プロセスには多くの 々が り、また に った研究の も多くの 々に かれている

という特 がある。 

 

4 お りに 

 の つの い の現時 での えは のとおりである。まず、2005年 の によりそれま

での ステ と大きく 化した は、1 的資金の配分を 門的に行う機関が され、 的な

資金配分が本 化したこと、2 の研究・イノ ー ン が、 的な かつ かれたプロセ

スに って策定されるようになったこと、である。しかし、 的な資金配分や レ ルの といっ

た 策は、この時 に 然 された けではない。 くとも 1990 年代には、イノ ー ンの重要

性や研究 行主 の多様性の確保、プライ リティセッティングに基づいた レ ルでの の 要性

といった論 は り し 論されるようになっていた。2005年 に こった大きな 化は、 構

や大々的な 策といった目 つ部分の 化であり、 ランスの科学 ・イノ ー ン ステ にお

いて、これらのアイデア自 が新しかったという けではない。 

 上の 明が、二つ目の いである大 な 化が こった理 も している。すな 、「大 」

に見える 化の 景には 的に認識されていた課題とそれに対する 策があった。それらに え、

LOLFの によってプロジ クト ースの 的な資金配分に 基 ができたことや、 ルコジ大

という いリー ー ップを発 した大 の により、それまで認識されていた課題に対する

アプローチが、この時 に大きく 展したのではないか。 

 さらに、 が れたとい れる ランスは、 一部の 業や公的研究機関に集中的に 資す

ることで を得ていたと考えられる。 られたアクターによる大 プロジ クトによる研究 デ

ルは、 に行き まりを見せていた。他方で CNRS 等の公的研究機関が研究の中心となり主に基 研

究に り というスタイルは、 ランスの基 研究分 での の 得に 与し続けた。ただし、

研究 のある公的研究機関と研究 の しい大学という構造が 題 され、2007年の大学の自 と

に関する法に代 される に結 ついた は、 に たとおりである。 

 ルコジ大 の を て、2012年 5 に社会 の ランド が した。この は、 ルコ

ジ大 の行った一連の に対しては 定的な見 を している。たとえ 、社会 の スト

には よりも連 を重 し、 的な資金配分の 合を低 させる方 が明 されている[8]。また、

の 庁 においては「生 建 」という が新 され、 来の ・ 務・ 業 の

業部分の機能を担っている。この には「中 業・イノ ー ン・デジタル 担 大 」が か

れ、中 業を めたイノ ー ン の り が重 されている。さらに、2012年 7 に され

た高等 ・研究会 Assises de l'enseignement supérieur et de la recherche）では、現 の科

学 ・イノ ー ン ステ の重要な 法の一つである研究のための 計画法の 正を に

れた 論が続けられている。 の行方は未だ 明であり、 の動向に 目する 要がある。 
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2008 年の ー ン の の 、 のサ ス

ン電 は 気 業 き プの た で

はサ スン電 の発 査 、 学

の 、 たした の 係 し、

の の ンプ ー ン  

 

1. 場における 業・ スン 子の  

スン 子は、 、DRAM、 テレ での 場

アが 1 と、 に トップに り出ている。[1]
これらの多くは、日本 業の であると れてきた分

である。このような 現象はいつ、どうして きたのだろ

うか まずは、同社の 務状 を日本の主要 業 2011 年の

上高が 100 内の ーカを対象とした）と

して る。 
スングループは、2010 年 で 上高が 255 Won

と の GDP の 22 の 上を誇る の最大手 グルー

プである。グループの中 をなす スン 子の 上高は

2010 年 で 154.6 Won とグループのおよそ 6 を め

ており、同年の 業 は 17.3 Won である。1996 年から

2010 年までの日本の大手 機 ーカとの 上高、

業 ）を行うと、2000 年代 に 上で い

しており、 業 は一 して高い にあることが かる。 
に、 上高 およ キャッ ローについての

を行う ）。

なお、2008 年 の

データはリー ン

ックに う

機の影響が大きいた

め、ここでは の

2007 年のデータを

用した。日本 業の中ではパ ックの が スン

子よりも 上高 が高く、 者は していた。キャ

ッ ローについては、 スン 子と日 が 業

活動によって得られた を 調に 資している様子がうか

がえた。[2] じて、 スン 子は日本の同業他社と し

てより高 価 な を し、得られた を 果的に

資にま す イクルが 調である様子が された。 
に、 社の研究 発活動を見ると、 年日本 業の 資

活動が いであるのに対し、 スン 子の R&D 資は

的に ている ）。2010 年には 9.1 Won に して

おり、これは の全 R&D 資のおよそ 1/4 と、 の

研究 発 資 に る いである。[1] 

1 スン 子と主要日本 業の

上高 1996-2010 年）[1] 
レートは 中 を 用 
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2 スン 子と主要日本 業の

業 1996-2010 年）[1] 
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上 利 率（ ） 28 22 30 23 25
利 率（ ） 9.2 3.1 5.7 5.3 3.2
活 による シュフ ー

（ 、 スン ドル）
1,176,676 791,837 466,058 757,684 247,128

資活 による シュフ ー
（ 、 スン ドル）
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発 資 の 1996-2010 年）[1] 
レートは 1 12 on で  



― 14―

2. スン 子の 過  

2.1 外からの とテレ 造事業[3] 

 スン 子は、1969年に日本 業との合 である およ NECの持 株会社として

された。 時 では 1959 年に 業したラッキー金 現 LG 子）が 行しており、外資と し

た スンは 内 業を するとの理 から、 の全 出を に 業の 可を得た。 

業 1970 年代 にかけ、同社は主として日本からのターンキー により、テレ や

の OEM 造に 手した。とり け白 テレ については、1978年に 生 400 と 最多を

誇った。[2]1980 年代には、自社 ランドでの にも精 的に り ようになり、 の 出を

果たす一方で、 となった白 テレ や中 テレ の生 は 外 トするに った。 

 

2.2 自主 発の と 事業 の参 [1,3] 

スン 子は、 業 から の に部 の内 化にこだ ると同時に、基 を す

るための 資を しまなかった。この が り、1973年には 子工業の基 部 である の

化に した。 の 造 は、 ラウン や に 結するものが多く、 の ス

ン 子の にとって、大きな意 を持った。一方で に をつける スンを日本 業が

するようになり、 の ードルが 々に上がる。このため、1970年代 には スンは、リバ

ースエンジ アリングに本 的に り ようになった。さらに、1980年には 合研究 を し、

自 による新 発を志向するようになる。 

このような中、 業 として ・通 分 の 発を重 し、1977年より 事業に参 、

1983年には DRAM 事業を 始した。1990年代には、 は外部 に しなくても新 の 発がで

きる 能 を するまでに したとされる。特に、1989年に の 8インチ ウ ーを

発したことが、 の 場で 1 を 持する 定的な 果となった。 

 

2.3 大々的な 新 動「新 」[1,4] 

 1990 年代 まで、 スンは日本 業を いする で事業を展 していた。しかし、この ジネ

ス デルでは、 発で れを るため 価 の高い を 場に することが しい。これに

機感を感じた 会 は、1993年に「新 」と した 新 動を大々的に展 し、 重 か

ら 重 の を志向した。これが大きな 機となり、現 の の基 を築くこととなる。 

新 については ・ 川が しく しているが、本 において特に重要なのは、 の と考

える。一 目は、 、とり け 域 門 という 場を く理 した の である。この

域 門 は、 に 用な情報を得て会社に ィードバックさえすれ 、 で 1年間自 に過

して いというものである。これが 場 ー の やそれに基づく 発に大きく 献していると

いう。二 目は、 に けた リジ ル の 発と ランドイ ージの確 である。 目は、

ス ード を行う の構築である。とり け、コンカレントエンジ アリングの は 発の

リードタイ に大きく 献した。この他にも、 料費 減 動など プライチ ーンを 化する

り や、トップ ウンでの ネジ ント の 等がス ード にも活かされている。 

では、1995 年には で めて、CDMA 方 を 用した の事業化を行った。また、デ

ジタルテレ 分 では の 発・ ・ 出など、す ての分 で と評価された。 

1997年の IMF 機で は大きな 手を受けたが、 機に けて に り でいた ス

ンは、大 なリストラを行い、スリ な を構築する機会とした。これらの り が、 ス

ンが本 1 に たような一 トップ 業に り出る原動 となった。 

2010 年 5 には、新しい 会 の 新プラン” Vision2020”として、バイ 、 、

自動 用二 、LED、 機 の 5 分 に 10 年間で 23 3000 Won に 26 on に 正）

を じる計画が発 された。[2]この 景には、会 の スンの 来に対する 機感があるという。 
 

3. の科学 ・ 業 策 

3.1 の な を えた 外からの 1960年代から 1980年 まで） 

1963-1979 年の 、 は外 の により 業を し、 の主 として を

する 業 策を展 した。 部らは、この時 の の工業化の特 は「豊 な低 金労働

を 用して、労働集 的な 業から工業化を始め、その を 外に 出し、外 を 得、その

外 で や資 を し それを てて 出する 、という 環」にあるとし、これを「
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外 で や資 を し それを てて 出する 、という 環」にあるとし、これを「

工業化」と けた。また、この「 環」を えた 策として、 一に低 金労働 、 二に の

の およ これを する 資 策、 に生 、中間 あるいは の ない 、

に の 出 大 策に する 業の に対する であったとしている。[5] 子 業分 に

おいては、1969年 定の 子 業 法により、 業の資金 、 化 およ 研究 発が に

たり された。[6] 業 と 発はともに の 策に大きく していたことが される。 

 

3.2 内での 発の志向 1980年代 ） 

 1980 年代の は、NIEsの を行く として 目された。一方で、 内においては 1970年

から 々に 金上 がはじまり、安価な労働 によるコスト が れていった。[1,5] 

この時 、 は景 低 を け出すための発展 として、 自らが 発に 的に

するようになった。また、プロパテント 策が展 されていく中、 的に 保 主 や知的

保 が だ。 においても 的な 発に り 集 的な 業構造 行することが

課題となった。 は 業の を 間主 に する一方で、 の研究 発機関を し、

研究 発事業を することで 間 業の 発 を意 した 策を展 するようになった。[1] 

え 、1980 年代 に が 始した DRAM プロジ クトでは、 と 業は研究 発 資の

50 ずつを負担し、 業は研究 発 の 果により得られた を に した。 はこの

を の 資の資金源とした。その 、 の 資 は 々に 減されていき、1989-97 年のプロジ

クトにおける 資は 30 となった。 業も 々に、より自 の高い自主的な研究 発を よう

になっていった。[7]また、公的研究機関において日本からの に している 子部 や 造

の 代 発が 化したのもこの時 である。[6] 

1993年に発足した金 は、「 化」を し な 場 を めた。また、2020年までに

の基 を G7 の にまで き上 ることを目的に 学 が連 した「G7 プロジ クト」

が された。資金の 分は 間 業が負担することを に、 発 ロードバンド、HDTV

等）と基 VLSI、情報分 の新 等）の向上を目的とした研究 発が された。[6] 

 

3.3 IMF 機が の 策に与えた影響 1997年 ）[1] 

 IMF 機で の 機を 験した は、それ 、IT化、グローバル化に う知識 社会の

来を く意識し、様々な構造 を 的に展 する。1999年には 2002年までに IT となるこ

とを目指した 策である「 イバーコリア 21」計画を策定し、情報イン ラ 、 ンチャー 等に

めた。また、基 研究が重 されるようになり、2001年に科学 基本法が 定された。現 は日本

の 合科学 会 に相 する 科学 会に 配分 を 与している。 業 発のロー

ド ップとして策定されている Total Roadmapでは、IT の 資を減らし、バイ 、グリーン分

の 資を増やす きとの結論を出している。さらに 目す きは、2008年発足の 明 が「グリ

ーン 」を 、これを 発のグローバルトレンドとして に させてようとしている

にある。2010 年には、低 ・グリーン 基本法が他の法 に して する法として 定された。

また、グローバルな環境 を担う ンクタンクとして 2010 年に された Global Green Growth 

Institute GGGI）は、2012年 10 に の 機関となる 定である。さらに、 およ

のグローバルな 機能を担う機関として 2012 年 3 には グリーン センター GTCK）が

された。 のグリーン 発の主要 8分 は、バイ エネルギー、リチウ イ ン 、

、 、 料 、LED、 資源、 資源とされており、 の動向が 目される。[8] 

 

4. スン 子の発展過 と の 策の関 についての分析 

4.1 分析の  

 らは、 の学 過 として、 造 験の を通して行 れる 学 で、 造 験を

ど生 1 たりの労働コストが がる「Learning-by-Doing 造学 ）」 K.J.Arrow）、

な ステ については、最 ーザーによる 用 験に基づき の を 重 て行く学

が く、「Learning-by-using 用学 ）」 ロー ンバーグ）に え、 高 な 造 や部 を

し、それらを高 に いながら を学 する「Learning-by-integrating 合学 ）」という 念

を している。[9]そこで、 ではこれまでに た スン 子の発展 と の科学

策の関 を、 造学 、 用学 、 合学 の観 から えることを る。 
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4.2 造学  

 業時の スン 子は、全 出を とした事業 を いられたものの、白 テレ の OEM

造を通じて 場において 造学 を 重 ることができた。同時 に が た 業 策

は、 造学 を するうえでプラス要因として機能したといえよう。 

 

4.3 用学  

スン 子工業は 1977 年に 事業に参 したが、 のような な においては、

とのインタラク ンを行いながら研究 発を める「 用学 」が重要とされている。「 用学 」

により 出される 知識の多くは、機 や部 を する プライ ーにより保 されるため、

プライ ーとの関 構築が最重要課題となる。[9]しかし、日本 業は 1970年代 には スンの

得を に感じ、 をためらうようになった。このため、 スン 子は自主 発を め

ていく。一方、 の 策に目を じると 1980 年代からは、 が自主 発を する方

と している。これにより、研究 発の 学 連 が活発化することとなる。さらには、公的研究機

関においてエレクトロ クス分 に る機 や部 造 の 化を 化した。[6]も ろ 、

スン自 の による も大きいといえるが、 時は「 用学 」の となる プライ ーとの間

に 関 があったことを考慮すると、 はこれを代 する機能を したといえよう。 

 

4.4 合学  

合学 においては、最新で最 の機 と部 を、 中の様々な プライ ーから調 し、そ

れらの 性を確保しつつ で最も の高い生 ステ と 上 、 な生 計画の時に

も、この ステ を 業し 持するという「 合的な 能 」が 要とされる。[9] スン 子の

「新 」は、「 合学 」を行う上での 基 を スン自 の自 によって確 したと評価

ことができよう。一方で、 は基 研究の 、IT基 の 、グリーン に るグローバルネッ

トワークの構築といった、 間 業の が ない 域での を 化している。これらの 策は、

合学 に められる ジ ール 発や、 ステ の原 を する 新 発の テン ャルを高

めると同時に、グローバルなリ ース のアクセスを していると えることができよう。 

また、 合学 の基 となる ジ ール・アーキテクチャでは、事 に ステ 全 を した 果

的なデザイン・ルールを 定することが 要であるが、そのためには ステ 全 に関する豊 な 験

と知識が 要 Boldwin and Clark）となる。[9] 、 スンが環境関連 業 と 出する中、

が を てグリーン の を る は、 に た「 ステ 全 を 」し、「 果

的なデザイン・ルールを 定する」 テン ャルを高めることに 献し得る。 

 

5 インプリケー ン 

 4 の分析により、 スン 子の発展過 の中で、 の 策は 業活動と 的 性の高

い方向で展 されてきたことが された。とり け、 ロントラン ーとなった の科学 策は

る き の が しい。ところが、「 合学 」という観 から の 策を分析すると、 め

て 望な 策を展 している様子が見受けられる。 が にとっては、とり けデザイン・ルールを

定し得る「 ステ 全 の 」あるいは「ルールを し得る 」の 得について、 の

策から学 き が多いはずである。 
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